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令和６年度 事 業 計 画 

 

Ⅰ 基本方針 

 

  東日本大震災からの復興は進み、ハード面の生活基盤整備は完了したところですが、令和

７年度までの第２期復興・創生期間においても、復興公営住宅や自立再建の住宅地、既存の

自治会を含めた地域コミュニティの構築や地域の支え合いによる支援を本会として継続して

進めています。しかしながら、石巻市においても少子高齢化・核家族化の進行により、地域

における支え合いの機能が弱まり、地域福祉を取り巻く環境は大きく変化し、地域における

様々な活動の担い手不足が大きな課題となっています。また、復興の中で地区的に人口や世

帯数に大幅な開きが発生したことから、生活環境における孤立も生じています。 

  しかしながら、復興公営住宅等をはじめとする被災者等の見守り・生活支援については、 

 国の財政支援が終了することにより、従来の事業を変更する局面を迎えており、本会として

は、石巻市と連携し、新たな見守り、生活支援への対応を図る必要があります。 

  また、石巻市において、約１，５００人※１いると推計されている深刻化・複雑化している

引きこもりや、経済の低迷、物価高騰等により深刻化・複雑化している生活困窮問題への対

応も必要です。 

  本会としても、これらの課題を踏まえ、子ども・高齢者・障害者など全ての人々が安心し

て暮らせる「地域共生社会の実現」を目指し、地域住民・ボランティア・社会福祉団体・行

政と本会が協働で地域コミュニティの構築に向けた地域の福祉活動を推進し、生活課題が複

数分野にまたがっている重層的支援に対応するため、介護・障害・子ども・困窮等への相談

支援、社会とのつながりの回復のための参加支援、介護や生活支援体制整備等の地域づくり

に向けた支援を三位一体で展開していけるよう、地域とのつながりがある本会がコーディネ

ート役を担うための準備を行う時期であると考えます。 

令和５年度に策定した「第３次経営基盤強化計画（社協・発展強化計画）」の経営戦略に

基づき、法人運営の基盤強化、財政基盤の強化を図るとともに、本会の全部署が連携し、本

会の基本理念である「誰もが安心して暮らせる福祉のまちづくり」のため、令和４年度に策

定した「第４次地域福祉活動計画」における基本的な視点の活動項目に基づき、住民が地域

福祉活動を主体的に取り組むことができるよう更なる事業の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

   

 

１ 福祉や地域のことを知る学びの場への参加 

２ 福祉情報の収集と発信 

３ 住民が気軽に相談できる仕組みづくり 

４ 子ども・若者とともに考える地域づくり 

５ 地域にある多様な社会資源との協働 

６ 地域活動やボランティア活動への参加 

７ 配慮や支援を必要とする人の理解とサポート 

８ これからも安心して暮らせる地域づくり 

 

 

１ 住民の福祉への関心醸成と、参加・協働による福祉活動の推進 

２ 関係機関との連携による地域に根ざした総合的な支援体制の構築 

３ 地域における本人主体の意思決定支援の徹底 

４ 地域のあらゆるニーズと社会的課題に応える事業の展開 

５ 事業運営の透明性の確保 

６ 事業の効果測定やコスト把握などの事業評価を適切に行い、効果的

で効率的な自律した経営の展開 

７ 福祉ニーズに応える人材の確保・育成と職場環境の整備 

８ 事故防止や災害・感染症等に強い組織づくり 

第３次経営基盤強化計画 経営戦略 第４次地域福祉活動計画 活動項目 
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日常生活に大きな影響をもたらしていた新型コロナウイルス感染症については、昨年５月

に感染法上の５類へ位置付けられ、感染が落ち着きを見せる中、これまで大きく制約を受け

ていた、人と人とのつながりの地域における交流は活発になっています。 

  本会の地域福祉事業も、昨年度途中から平時に戻ってきており、地域における福祉課題に

ついての情報収集や、市民、そして地域における活動者への情報提供・共有を行うとともに、

地域福祉活動の啓発を行い、コミュニティ形成・再生などにも対応できるよう、小地域福祉

活動を推進し、「人と人とが支え合い、助け合う」住民主体の活動支援に努めます。 

  そのため、地域における支え合い体制づくりや地域サロン活動への支援を始め、「地域福

祉コーディネーター」による活動強化を引き続き図るとともに、生活支援体制整備事業※２に

おける「生活支援コーディネーター」業務については、地域住民による情報共有・話し合い

の場としての協議体（第２層協議体※３）の運営協力に継続して取り組みます。 

  また、地域福祉を進めるためには、地域における福祉学習の推進が不可欠であり、福祉学

習プログラムを見直しし、子どもから大人までが共に学び幅広い人材の育成が行えるよう、

学校と地域をつなぐ、学校と地域の連携強化を図り、福祉を身近に感じられるよう引き続き

取り組むとともに、コミュニティスクール（学校運営協議会制度）との連携協力を行います。   

ボランティア活動推進については、地域に密着したボランティアの育成・支援に対する強化

を図り、年代ごとの育成や平時における活動支援コーディネートのほか、自然災害が多発す

る中、非常時に活動可能な災害ボランティアの育成と登録者の増加を目指します。 

  介護保険事業、障害福祉サービス事業においては、令和６年度実施される報酬改定等に基

づき事業運営方法を検証し、事業の見直し、経営改善に努めます。 

  最後に、適時・適切に実効ある取り組みを実施しつつ、きめ細かい情報提供とフォローア

ップを行うとともに、事業運営の透明性の確保、財政規律の強化を図り、法人としてガバナ

ンスの強化に取り組みます。 

  

※１、※２、※３：１０ページ参照 
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Ⅱ 重点目標 

 

１ 法人運営の充実・強化 

理事会、評議員会、監事会、各種委員会を開催し、時代に則した事業実施を進めるとと

もに、健全かつ円滑な経営・運営ができるよう進めます。また、事業継続のために財務の

管理や財源の確保、各種計画の策定と進行管理、会員制度の理解への啓発、専門性の高い

人材の育成も図ってまいります。 

（１）法人運営 

□主要な財源である会費の増収について、既存の自治会、また新たに形成された自治会

及び復興公営住宅等も含めた多くの市民の理解と協力を得られるよう努めます。また、

事業所や法人が対象となる特別会員の加入増加にも努め、社会貢献のＰＲ活動にも結

びつけられるような周知を行います。 

   □社会福祉法に基づき、適正な法人運営に努めます。 

   □会計基準に則し、適正な財務会計に努めます。 

□「第３次経営基盤強化計画（社協・発展強化計画）」に基づき、法人運営の基盤強化、

財政基盤の強化に努めます。 

□本会事業や地域福祉活動の周知や啓発のほか、市民にとって必要な福祉情報を収集し、

発信する広報活動に努めます。 

□社会福祉協議会としての職員や福祉専門職としての知識、技術、価値を習得し、時代

のニーズに合った業務、サービス提供ができる人材の育成に努めます。また、将来の

福祉人材育成のため、資格取得を目指す学生等の実習受入に協力します。 

（２）石巻市社会福祉法人連絡会 

□石巻市内の社会福祉法人が、情報交換や研修等を通じた資質の向上、連携して地域公

益事業等に取り組むことにより、石巻市民の福祉向上、地域共生社会の実現に努める

と共に、連絡会の事務局も担います。 

 

２ 地域福祉活動の推進 

第４次地域福祉活動計画に基づき、地域における福祉課題についての情報収集や情報提

供を重点的に行うため、令和６年度は「座談会」および「調査・広報事業」を重点事業と

定め、地域福祉活動の推進に取り組みます。 

（１）座談会 

□令和５年度に企業・会社を対象に実施した社会貢献活動のアンケート結果を基に、地

域で取り組める具体的な活動について、地域と共に話し合いを進めます。 

（２）調査・広報事業 

□広報紙やウェブサイト等を通じ、地域住民に分かりやすく、タイムリーな情報発信に

努め、ＳＮＳの導入についても検討を行います。 

 

３ ボランティアセンターの機能強化 

市民ニーズの把握や各団体との連携を強化するとともに、新たな生活圏域のニーズにも

対応できるよう各種講座や研修会等を開催しながらボランティア活動の活性化を図り、さ

らなる地域コミュニティの形成やボランティア精神の醸成に努めます。 
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また、災害支援のためのボランティアの育成と登録を推進すると共に、行政や関係機関、

関係団体と連携するなど、災害時支援体制の整備充実を図ります。 

 

４ 生活支援事業の推進及び福祉・介護サービス事業の充実 

利用者本人が住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよう、一人ひとりの意思や人

権を尊重し、自立支援に基づいた生活支援や心身機能の維持向上等に努める事業運営を、

第３次経営基盤強化計画（社協発展・強化計画）に示す重点項目に基づき実施します。併

せて、質の向上を図ることで、効率的かつ効果的な安定運営に努めます。 

（１）介護保険事業、障害福祉サービス事業の充実 

□令和６年度の介護保険及び障害福祉サービスの報酬改定に基づいた運営が求められる

ことから、現在の事業運営方法を検証し、事業の見直しや経営改善を行い、利用者の

ニーズに合ったサービスの提供を行います。 

（２）生活支援事業の推進 

□判断能力に不安のある方の福祉サービスや日常的な金銭管理等の支援として、日常生

活自立支援事業（通称「まもりーぶ」）の実施、所得の少ない世帯、障害者や高齢者

世帯等に対して生活の安定と経済的自立を図ることを目的に資金貸付を行う「生活福

祉資金等貸付事業」行います。 

（３）復興公営住宅等生活相談支援事業終了後の見守り事業の継続 

□公営住宅等に入居している高齢単身者及びその他特に配慮が必要な単身者等が、孤立

することなく生活ができるよう、支援員が自治会・団地会や関係機関、地域福祉コー

ディネーターとの連携を行い、見守り等の活動を行います。 
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Ⅲ 実施事業 

 

１ 総務部門 

（１）法人運営関係 

□理事会（通常理事会：年３回（６月、１２月、３月）、臨時理事会：適時） 

・本会の業務執行に関する意思決定機関及び理事の職務執行の監督機関 

□評議員会（定時評議員会：年１回（毎会計年度終了後３ヶ月以内）、 

臨時評議員会：３月及び適時） 

・法人運営の基本ルール及び体制の決定、役員等への牽制機能を持つ機関(議決機関) 

□監査会 

・理事の職務執行及び財務状況（計算書類等）の監査機関 

□評議員選任・解任委員会 

・評議員の選任及び解任を行う機関 

□寄附金配分委員会 

・市民や企業、団体等からの寄附金を公正かつ、効果的に配分するための機関 

   □地域福祉推進委員会（各支所実施） 

・各支所エリア内の地域福祉活動推進や福祉サービス等に関する事業評価、改善提案、

新規事業の創設の要望等を行うための機関 

□各種計画の策定・進行管理等 

・「第４次地域福祉活動計画」に基づく事業評価及び進行管理 

・「第３次経営基盤強化計画（社協発展強化計画）」の進行管理 

・「業務継続計画（ＢＣＰ※４）」の策定 

□会員管理（会費関係事務） 

・住民同士の支え合いの仕組みや住民主体での地域福祉活動が展開できるよう会員加

入の促進 

□財務・労務・財産（物品）管理 

    ・経営に必要な資源の適性管理 

   □所属長会議の開催 

・機関決定すべき事項等について、調査検討することと、本会組織の方向性、職員の

意識向上及び共通理解を深めるために所属長会議を設置。 

□各種事業検討部会の開催 

・事務事業の方針、各種計画の進捗状況、職員研修等について協議検討するため、各

種事業検討部会を設置。 

（２）広報活動 

□広報紙「社協だより」発行（年６回・全戸配布） 

・年６回奇数月発行、発行部数６１，０００部 

□ウェブサイト（ホームページ）運用 

    ・https://www.ishinomaki-shakyo.or.jp/ 

（３）人材育成 

□職員研修 

・新任職員研修、地域福祉に関する研修、相談技法研修等内部研修、外部研修参加 

   □各種実習生受入【対象者：市民】 

※４：１０ページ参照 
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・ソーシャルワーク実習（社会福祉士）、介護支援専門員実務研修、中学校・支援学

校職場体験、高等学校インターンシップ等 

（４）石巻市社会福祉法人連絡会の運営 

    ・地域共生社会実現のための石巻市内における社会福祉法人の連携強化 

 

２ 地域福祉活動部門 

（１）地域福祉事業 

□地域福祉啓発活動事業 

・地域福祉フォーラム（講演会）の開催 

・地区座談会の実施 

・出前講座の実施 

□地域福祉コーディネーター業務（市委託事業） 

・復興公営住宅等の生活相談対応 

・町内会長、民生委員・児童委員等との連携 

・住民主体の地域コミュニティ支援 

□地域福祉活動・地域サロン活動支援事業 

・地域福祉活動や地域サロン活動の支援を目的とした助成金の交付 

・活動の目印としてのぼり旗を作成し、地域サロン活動団体へ配付 

・サロン活動担い手研修＆交流会の開催 

□福祉協力員の活動支援 

・研修会の開催 

・民生委員・児童委員合同研修会の開催 

□世代間交流事業 

・地域住民がイベントを通じ世代間の交流を図り、「支え合える地域づくり」を支援

する事業 

□子育て支援事業 

・子育てサークル活動の支援を目的とした助成金の交付 

    ・子育て関係機関、団体への助成及び事業協力 

   □生活相談事業 

    ・心配ごとや日常生活上の相談及び援助 

    ・相談に必要な情報の収集と提供 

    ・関係機関との連携 

   □フードバンク事業（「フードバンクいしのまき」と連携した事業） 

    ・一時的に生活に困窮している方に無償で食料を提供する活動 

   □フードドライブ事業 

    ・家庭や企業等から使い切れない食品を集め、フードバンク団体に寄贈する活動 

（２）福祉学習推進事業 

□福祉学習助成金 

・福祉学習に意欲的に取り組もうとする学校等に対する助成金の交付 

□福祉学習推進研修会 

・学校や地域で福祉学習を実践していく上で、どのような視点に基づき福祉学習を実

践することが大切か、共に考え共に学び合うことを目的とし実施 
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□広報・啓発活動 

・明日を担う児童生徒が、日常の生活の中で福祉について考え、気付き、「優しさや

豊かな心を育むこと」を目的とした福祉作品コンクールの実施 

   □本会及び福祉団体等の事業への児童・生徒の参加を促進 

   □学習プログラム（キャップハンディ体験活動等）に基づく支援 

    ・プログラム内容の相談支援 

    ・キャップハンディ体験等の必要物品の貸与 

    ・職員派遣依頼への対応 

（３）福祉団体等運営支援 

   □民生委員児童委員協議会（市・各１６地区） 

   □ブロック民生委員児童委員連絡協議会（石巻市・東松島市・女川町） 

   □老人クラブ連合会（市・各支部） 

   □身体障害者福祉協会（市・各支部） 

   □遺族会（石巻女川連絡会・各支部） 

   □社会を明るくする運動石巻市推進委員会（市・各支部） 

   □職親会（牡鹿） 

（４）生活支援体制整備事業（生活支援コーディネーター業務）（市委託事業） 

   □第１層生活支援コーディネーター業務 

・第１層協議体（石巻市生活支援・介護予防体制整備推進協議会）事務局業務 

   □第２層生活支援コーディネーター業務 

    ・地域ニーズと資源状況の見える化、問題提起 

    ・地縁組織等多様な主体への協力依頼、働きかけ 

    ・関係者、機関のネットワーク化 

    ・目指す地域の姿、方針の共有、意識の統一 

    ・生活支援の担い手養成やサービスの開発 

    ・ニーズとサービスのマッチング 

   □第２層協議体設置、運営に関する業務 

    ・地域ニーズや既存の社会資源の情報交換、見える化の推進 

    ・生活支援サービス等の創出や担い手養成の検討 

    ・生活課題の解決に向けた取り組み調整 

    ・関係団体への働きかけ、連携構築 

（５）在宅福祉サービス事業 

□高齢者等あんしんカード設置事業（石巻市民生委員児童委員協議会との共催事業） 

・一人暮らし、二人暮らしの高齢者世帯や障害のある方などに、緊急時に備えて、か

かりつけの病院やご家族の緊急連絡先等を「あんしんカード」に記入してもらい、

発見者や救急隊員が迅速に対応できることを目的とした事業 

□紙おむつ等購入助成事業（石巻市民生委員児童委員協議会の協力） 

・在宅で常時紙おむつを使用している高齢者や障害者等への紙おむつ等購入の助成 

□福祉用具貸出事業 

・在宅で介護を必要とする障害者等への介護用ベッド及び車椅子の貸出 

（６）共同募金委員会の運営支援 

   □共同募金運動 
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    ・赤い羽根共同募金運動 

    ・歳末たすけあい運動 

 

３ ボランティアセンター部門 

（１）広報啓発活動 

□ウェブサイトを活用した情報発信 

・市内ボランティア団体紹介、ボランティア募集、ボランティア保険の周知 

□ボランティア団体の状況把握 

・実態把握を基に、ボランティア活動を求めている方のマッチング 

（２）ボランティアの育成・支援（各年代ごとの育成） 

□ボランティアニーズの把握 

・活動を行っている方々より、現状や課題を聞き、アドバイスできる体制の確立 

□ボランティア講座の開催 

・様々な講座の講師（市民）と受講者（市民）を結び、地域での活用を図る 

□ボランティア交流会の実施 

・同じ目的を持ったボランティア団体が交流し、活動の活性化を図る 

（３）ボランティアセンター機能の強化 

□ボランティアセンター運営委員会の開催 

・ボランティアセンターの円滑な運営と効果的な事業を推進 

□市民活動（自治組織、ＮＰＯ）等との連携 

・市民活動を支援し、地域住民の福祉向上のための連携した活動 

（４）災害時における社協の役割の周知と支援者の育成 

□災害時におけるボランティア活動の研修会開催 

・災害時の初動救援活動に備え、平時から災害支援ボランティア活動に参加意欲を持

つ個人及び団体に対する研修 

□災害支援のためのボランティアの育成と登録 

・災害時に被災住民の救援活動をスムーズに行うため、災害支援ボランティア活動に

参加意欲を持つ個人及び団体の育成及び登録 

□災害ボランティアセンター設置訓練 

・災害時にボランティアの受け入れや活動の効率的に行うため、災害ボランティアセ

ンターを迅速に設置・運営するための訓練の実施 

 

４ 生活支援サービス部門 

（１）居宅サービス事業 

□地域包括支援センター事業（市委託事業・指定事業所） 

『地域包括支援センター』２事業所（渡波、北上） 

・高齢者に関する総合相談支援、虐待対応の取り組みや成年後見制度活用支援の権利

擁護、地域ケア会議開催やケアマネジャーへの支援を行う包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援、介護予防ケアマネジメント業務の実施 

□居宅介護支援事業 

『介護プランセンター』５事業所（石巻、渡波、河北、雄勝・北上、河南・桃生) 
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・要介護認定を受けた高齢者等の相談に応じて、本人の希望や心身の状態を考慮して

各種サービスの利用のためのケアプランの立案や、関係機関との連絡調整を行うサ

ービス 

□訪問介護事業 

『ホームヘルパーセンター』１事業所（石巻全域） 

・要介護認定を受けた高齢者等が、住み慣れた自宅において自立した生活が送れるよ

う、ホームヘルパーによる入浴、排せつ、食事等の介助などの「身体介護」や、調

理、洗濯、掃除等の家事といった「生活援助」を行うサービス 

□通所介護事業 

『デイサービスセンター福寿荘』 

・利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、心身機能の

維持・向上のための機能訓練や、社会的孤立感を解消するための他者との交流の場

を提供 

□就労継続支援Ｂ型事業 

『みどり園』、『かしわホーム』 

・障害や難病などの理由から、雇用契約を結んで働くことが困難な方が、生産活動を

通じて就労訓練を行うことができる福祉サービス 

□障害者地域活動支援センター事業 

『みどり園』、『かしわホーム』 

・障害によって就労が困難な人に対して、創作的活動、生産活動、地域社会との交流

促進などの機会を提供 

（２）介護予防事業 

□生きがいデイサービス事業（市委託事業） 

『生きがいデイサービス』 ５地区（石巻、河北、雄勝、河南、北上） 

・高齢者の閉じこもりや要介護状態を予防するため、集いの場と趣味製作等の活動の

場など各種のサービスを提供 

（３）生活支援サービス事業 

□福祉貸付金事業 

『生活安定資金』（上限５万円 事業主体：石巻市社会福祉協議会） 

・低所得世帯を対象として、必要な生活資金の貸付を行い、その世帯の自立更生を援

助し、生活安定を図る 

『一時援護資金』（上限３万円 事業主体：石巻市社会福祉協議会） 

・生活保護申請中の世帯に対し、小口の資金の貸付と必要な指導援護を行うことによ

り、保護の可否が決定されるまでの生計を補う 

『生活福祉資金』（事業主体：宮城県社会福祉協議会） 

・他の貸付制度が利用できない低所得世帯、障害者が属する世帯、65歳以上の高齢者

が属する世帯に対して、資金の貸付と必要な相談支援を行うことにより、その世帯

の生活の安定と経済的自立を図ることを目的とした、公的な貸付 

□日常生活自立支援事業（愛称：まもりーぶ）（宮城県社会福祉協議会委託事業） 

『石巻地域福祉サポートセンター』 
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・認知症の方や障害（知的・精神）のある方を対象に、福祉サービス利用に関する相

談・助言や、それに伴う日常的な範囲の金銭管理や生活変化の見守りを行い、地域

における自立した生活の支援 

（４）公営住宅等見守り連携サポート事業（仮称） 

□公営住宅等に入居している高齢単身者及びその他特に配慮が必要な単身者等を対象と

した見守り等を行う業務 

・一世帯あたり月２回程度の安否確認 

・個別相談支援の適切なつなぎ及び新規対象者の把握 

・自治会、民生委員児童委員、団地会、互助活動団体、相談機関等との連携 

・本会地域福祉コーディネーターとの連携による生きがいづくり等、孤立予防支援及

び互助活動団体の育成支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 引きこもりの推計人数（石巻市：約１，５００人） 

  内閣府が2023年3月31日に公表した2022年度「こども・若者の意識と生活に関する調査」の

結果によると、引きこもり状態にある人は、15～39歳で2.05％、40～64歳で2.02％おり、全

国の数字にあてはめて約146万人と推計されている。石巻市の数字にあてはめると約1,500人。 

 

※２ 生活支援体制整備事業 

  市町村の日常圏域ごとに「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」と「協議

体」を設置し、地域住民の「互助」における助け合い活動を推進し、地域全体で高齢者の生

活を支える体制づくりを進める事業 

 

※３ 第２層協議体 

  生活支援体制整備事業において、高齢になっても住み慣れた地域で生活ができるよう、地

域の特性に合わせた支え合いの地域づくりについて、多様なメンバーが参画し話し合う場 

 

※４ 業務継続計画（ＢＣＰ） 

  大地震等の自然災害、感染症のまん延、テロ等の事件、大事故、サプライチェーン（供給

網）の途絶、突発的な経営環境の変化など不測の事態が発生しても、重要な事業を中断させ

ない、または中断しても可能な限り短い期間で復旧させるための方針、体制、手順等を示し

た計画。なお、介護保険事業所及び障害福祉サービス等事業所においては、令和３年度より

策定が義務化（３年の経過措置あり）されており、法人本部のＢＣＰと連動する必要がある。 

 


